
国民健康保険料の負担軽減を図るため、１兆円規模の公費を投入することを求める意見書 
 
 
 
国民健康保険は、加入者の４割が年金生活者、３割が非正規労働者であり、所得の低い

人が多く加入する医療保険です。構造的な矛盾は近年さらに深刻化し、度重なる保険料の

値上げが実施されてきた結果、本市の国民健康保険料はモデル世帯（４０代両親、子ども

２人、所得２００万円）で、４０万５０１５円となっています。これは、協会けんぽの１

８万２２６６円、共済の１８万２５２０円の約２．２倍の水準であり、負担の限界を超え

た保険料が生活を圧迫し、今や加入世帯の約３割が保険料を滞納している状況です。 
国民健康保険料が他の医療保険と比べ、高負担となっている主な要因は、「均等割（人数

割）」「平等割(世帯割)」という「人頭税」があり、子どもが一人生まれるたびに、４万４７

００円の保険料が課せられるという仕組みがあるからです。 
こうしたなか、全国知事会、全国市長会など地方 6 団体をはじめ国民健康保険団体連合

会は国保料を協会けんぽ並みに引き下げるため、国に 1 兆円の財政支援を求めています。

公費負担を１兆円増やせば「均等割」「平等割」をなくすことができ、先ほどのモデルケー

スでは、均等割の廃止を行うことで、年間の保険料を１９万５４１５円に引き下げること

が可能となり、協会けんぽ並みの保険料となります。 
以上のことから、大きな負担となっている国民健康保険料の軽減を図るために、全国知

事会などが要求する 1 兆円の公費投入を求めるものです。 
 


